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1 実績報告時の提出書類について

パッケージ 様式番号 提出書類名 提出書類の概要

① ― (目次)実績報告書類チェックリスト

必須

実績報告書類の一覧及び提出すべき書類に関するチェックリスト

① ― 経費区分別必要書類チェックリスト 経費区分ごとに必要な提出書類に関するチェックリスト

① 6 実績報告書 補助対象事業の完了時に提出する実績報告書

① 6-1 事業実施概要報告書 実施した補助対象事業の概要報告書

① 6-2 補助対象経費総括表 実際にかかった補助対象経費の総括表

① 6-3 経費区分別内訳書 経費区分別の経費発生額内訳を記入する報告書

― 6-3-8 受託業務完了報告書
該当の場合

業務委託をした専門家からの提供業務に関する確認書

― 10 取得財産等管理明細表 補助対象経費にて税別50万円以上の財産を購入した場合

① 6-6 検査チェックシート
必須

実績報告で遵守すべき事項に関するチェックシート

― ― 経費区分別の証拠書類 経費区分別に規定された証拠書類

実績報告時の提出書類は、補助対象事業の完了した日から起算して30日を経過した日又は交付決定通知書記載の補助事業完了期限日より
10 日を経過した日のいずれか早い日までに、必ずJグランツにより実績報告を完了してください。
なお、一部の様式は同一Excelファイル内に集約しています。
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2 提出書類の記入方法について
2.1 補助金実績報告書に係る書類

実績報告書類には、同一ファイルに集約された様式と、個別の様式の2種類があります。経費
発生状況及び提出要否を確認の上、必要な様式に記載してください

【同一ファイルにパッケージ化された様式】
前頁で「パッケージ」欄に①がついた様式は、同一のExcelファイルの
中に複数シート形式で集約されており、経費等を記載すると計算が自
動で実施されるようになっています。

【個別に記入する様式】
個別に提出を求める様式は、経費の発生状況をもとに要否を
確認し、ファイルに必要事項を記入して提出してください。

様式 提出書類名

― (目次)実績報告書チェックリスト

― 経費区分別必要書類チェックリスト

6 実績報告書

6-1 補助金実施概要報告書

6-2 補助対象経費総括表

6-3 経費区分別内訳書

6-6 検査チェックシート

10 取得財産等管理明細表

様式 提出書類名

6-3-8 受託業務完了報告書

実績報告パッケージ①
※総合

個別ファイル

様式 提出書類名

― 経費区分別の証拠書類
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2 提出書類の記入方法について
2.1 補助金実績報告書に係る書類

補助対象経費に関する内容を以下の手順で各様式に記入し、「補助対象経費総括表(様式第
6-2)」で自動計算される補助金請求予定額を確認してください

<補助対象経費に関する内容の記入手順>

『実績報告書』に
必要事項を記入

記入様式
実績報告書
(様式第6)

経費区分別内訳書
(様式第6-3)

補助対象経費総括表
(様式第6-2)

作成手順

• 必ずはじめに『実績報告書』シート
上で「交付申請番号」等の各項目
を入力してください

• 同ファイル上の他の様式シートに、
上記項目の記載内容が自動表示
されます

各経費における契約日、支払日等の内
容を記入します
※ 共同申請時の場合は、支払負担者
ごとの支払金額を記入

交付決定時の「補助金交付予定額」を
上限として、『実績報告書』『経費区分内
訳書』の内容を参照し、補助金請求予定
額を自動表示します

補助金請求
予定額の確認

『経費区分内訳書』にて
対象経費を一覧化

使用するファイル名： 実績報告パッケージ①.xlsx
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2 提出書類の記入方法について
2.1.1 (目次)実績報告書類チェックリスト

「（目次）実績報告書類チェックリスト」は、実績報告フォームで提出が必要となる様式を確認し、
その整理状況を確認するための様式です

◼資料作成の留意点

➢ 実績報告フォームで提出する前に、本様式で実績報告時

に提出する書類が全て整理できていることを確認してくだ

さい。

➢ 『経費区分別の証拠書類』は、「(別紙2)証拠書類等の準備

に係る留意点」を確認の上、該当する経費に紐づく証拠書

類を提出してください。

※各証拠書類に必ず『経費番号（後述）』を付すこと

様式
番号

実績報告書類名

6 実績報告書 必須

6-1 事業実施概要報告書 必須

6-2 補助対象経費総括表 必須

6-3 経費区分別内訳書 必須

6-3-8 受託業務完了報告書 該当の場合

10 取得財産等管理明細表 該当の場合

6-6 検査チェックシート 必須

― 経費区分別の証拠書類 必須
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2 提出書類の記入方法について
2.1.1 (目次)実績報告書類チェックリスト

31 2

各様式の提出要否について確認して
ください
※「該当の場合必須」については次項以降を参
照

1

対象のExcelファイル名を確認してく
ださい（別のファイルに格納されて
いる様式もあります）

2

提出する様式について『チェック欄』
に✓を入れてください
(✓の入った様式が事務局の確認対
象となります)

3

使用するファイル名（ 実績報告パッケージ①）

実績報告書類チェックリストの確認/活用方法は以下のとおり
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2 提出書類の記入方法について
2.1.2 経費区分別必要書類チェックリスト

提出する様式について『チェック欄』に
✓を入れてください
(✓の入った書類が事務局の確認対
象となります)

4

経費区分別の必要書類のチェックリストの確認/活用方法は以下のとおり

各書類の提出要否について確認して
ください

3

4

2

フィルタ機能により、経費区分ごとに
書類を絞り込むことができます

2

1

3

「様式第6-3.経費区分別内訳書」で選
択した経費区分に●印が自動で入力
されます

1
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2 提出書類の記入方法について
2.1.3 実績報告書(様式第6)
「実績報告書」は補助対象事業を完了した旨を報告するための様式です

項目 記入内容

交付申請番号 「補助金交付決定通知書」に記載され
ている内容を記入

補助事業者名、
法人代表者名

交付申請時・申請内容変更時の内容
を記入

1. 補助事業期間 「補助金交付決定通知書」に記載され
ている内容を記入
補助事業完了日には見積・発注・納
品・検収・請求・支払が完了し、証憑が
提出可能となった日をご記載

2.補助の実施概要 交付申請時の『①補助対象者』を選択
し、『②被承継者（共同申請の場合）』を
記入

◼資料作成の留意点

➢ 『補助事業者名』『法人代表者名』は交付申請時の内容を記

入してください。

※代表者変更のため「補助金登録変更届(様式第16)」を提出

し、実績報告までに事務局の承認を受けている場合は、変

更後の代表者名を記入

➢ 『2.補助事業の実施概要』は必ず『①補助対象者』から数字の

順番に選択してください。
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2 提出書類の記入方法について
2.1.3 実績報告書(様式第6)

1
「補助金交付決定通知書」に記載さ
れている『交付申請番号』、を記入し
てください

1

4

公募申請時の『①補助対象者』を選
択し、『②被承継者（共同申請の場
合）』を記入してください

4

3

2

交付申請時・申請内容変更時の内
容を記入してください

2

「補助金交付決定通知書」に記載さ
れている『補助事業期間』を記入して
ください
補助事業完了日には見積・発注・納
品・検収・請求・支払が完了し、証憑
が提出可能となった日を記入してく
ださい

3
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2 提出書類の記入方法について
2.1.4 事業実施概要報告書(様式第6-1)
『事業実施概要報告書』は、補助対象事業の実施概要を報告するための様式です

■資料作成の留意点
➢ 補助事業実施に関して、「記載に関する補足・記載例等」の内容
を熟読し、「補助事業者記載欄」に回答を記入の上、提出してく
ださい。

＜必要事項＞
1.補助事業者情報
2.PMI事業（事業統合等）の概要
3.デュー・ディリジェンス（以下DD）の概要
4.本補助金の認知・利用等に関して
5.補助事業実施が確認できる写真

➢ 交付申請時に記載した項目を転記（コピー＆ペースト）して差し支えない
箇所については、「【～参照を推奨】」として記載しておりますので、適宜ご
参照ください。

➢ 補助事業者名を含め補助金の活用事例として補助金Webサイト
（https://jsh.go.jp/case-study/）上への掲載をさせていただく場合がござ
います。Web掲載候補となった事業者には、事務局より別途掲載に関す
るご連絡をさせていただく可能性がございますので、ご協力のほどよろし
くお願いいたします。
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2 提出書類の記入方法について
2.1.5 補助対象経費総括表(様式第6-2)

「補助対象経費総括表」は、補助金交付予定額と実際に発生した補助対象経費の金額を比較
して、補助金請求予定額を算定するための様式です

◼資料作成の留意点

➢ 「補助金交付予定額」及び「うち廃業費」には、「補助金交

付決定通知書」に記載されている金額を円単位で記入し

てください。

➢ 計画変更を行っている場合は、『計画変更（等）承認申請

書の結果通知』に記載されている変更後の額を記入してく

ださい。

➢ 補助対象経費の実績金額は、「経費区分別内訳書(様式

第6-3)」に記入した経費区分ごとの金額小計が自動で計

算されます。

➢ 補助対象経費の実際発生額合計に2分の1又は3分の2を

乗じた金額と、『1. 補助金交付予定額』でいずれか低い方

が補助金請求予定額として自動判定されます。

項目 記入内容

1. 補助金交付予定額

補助金交付予定額 「補助金交付決定通知書」に記載され
ている『補助金の額』を記入

うち廃業費 「補助金交付決定通知書」に記載され
ている『廃業費』を記入

2.補助率と上限額に関する要件

補助率に関する要件 公募申請時の申請内容を参照のうえ
選択

上限に関する要件 実績時の申請内容を参照のうえ選択

3. 補助金請求予定額

実績：補助対象経費
(消費税抜)

「経費区分別内訳書(様式第6-3)」に記
入した経費区分別の費目金額の合計
が自動計算

補助金請求予定額 経費区分別の実際発生額合計に補助
率2分の1又は3分の2を乗じた金額と
補助金交付予定額を比較して補助金
請求予定額を自動判定
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2 提出書類の記入方法について
2.1.5 補助対象経費総括表(様式第6-2)

「補助金交付決定通知書」に
記載されている金額を記入し
てください

1

【記入不要】
「経費区分別内訳書(様式第
6-3)」に記入した経費区分別
金額の小計を自動計算

3

【記入不要】
補助対象経費の実際発生額
合計に補助率2分の1又は3分
の2を乗じた金額を自動計算

4
【記入不要】
『補助金交付予定額』と補
助率を乗じた補助対象経
費の実際発生額合計のい
ずれか低い方を『補助金
請求予定額』として自動計
算
※委託費の上限を考慮し
ます。

5
3

4

5

1

2

補助率と上限に関する要件と
して該当するものを選択してく
ださい

2
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2 提出書類の記入方法について
2.1.6 経費区分別内訳書(様式第6-3)

「経費区分別内訳書」は、各経費が補助対象経費として適切であるか否かを確認するために、
契約日、支払日、支払金額等の内容を記入するための様式です

項目 記入内容

経費番号 (各経費の管理番号)

経費区分 経費区分を記入

経費No.
(交付申請時）

交付申請時の経費Noを入力

契約日 経費の契約日を記入

業務完了日 経費に対応する業務の完了日を記入

支払日 経費の支払日を記入

費目・内容 補助対象事業の遂行に必要であることが
確認できる経費の費目・内容を記入

契約先 契約先を記入

支払先(振込先) 経費の支払先(振込先)を記入

支払金額
(消費税込)

支払金額を負担者別に税込で記入
※支払負担者B欄は共同申請時のみ記入

補助対象経費
(消費税抜)

支払金額の税抜で記入
※自動計算されるが、実際金額と異なる場
合は手動で記入

◼資料作成の留意点

➢ 各経費に関する証拠書類に、本様式記載の経費番号を附番・記入し

てください。

➢ 区分の粒度は、証拠書類との整合性に鑑みて、見積書・請求書等１

枚ごとに記載された内容を基準に記載してください。

➢ 経費区分に該当する経費のみを記入してください。

➢ 経費の『契約日』『業務完了日』『支払日』がそれぞれ補助事業期間

内であることを確認した上で、正しい日付を西暦で記入してください。

➢ 『費目・内容』に補助対象経費として妥当であると判断できる費目・内

容を記入してください。

➢ 『支払先(振込先)』は、経費の支払いを行う支払先・振込先を記入し

てください。

➢ 『支払金額(消費税込)』欄に反映された支払負担者ごとに支払金額

を円単位で記入してください。

➢ 『補助対象経費(消費税抜)』欄は自動計算されていますが、実際の

金額と異なる場合や支払金額の一部を補助対象経費とする場合は

正しい金額を記入してください。

➢ 経費No.(交付申請時）には交付申請時の経費Noを入力してください。

ただし、計画変更を行っている場合は「計画変更」を選択してください。
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2 提出書類の記入方法について
2.1.6 経費区分別内訳書(様式第6-3)

1
各経費の管理番号
(証拠書類にも同様の経費番
号を附番してください)

2 経費区分を記入してください

3 経費No.（交付申請時）
交付申請書（別紙）に合わせて
選択してください

4

経費に対応する
業務完了日を記入してください

5

経費の支払日を記入
してください

6

補助対象事業の遂行に
必要であることが確認で
きる費目・内容を記入して
ください

7

契約先を記入してくだ
さい

8

支払先(振込先)を記入し
てください

1 2 3 4 5 6 7 8 9

9

経費の契約日を記入してくださ
い
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2 提出書類の記入方法について
2.1.6 経費区分別内訳書(様式第6-3)

支払負担者ごとに支払金額(消費税込)を記入してください
※共同申請時のみ支払負担者Bが表示される

11 支払金額(消費税込)の合計金額を算出(自動計算)

12 各支払負担者の補助対象経費(消費税抜)と支払金額(消費税抜)の合計金額を算出
(自動計算されるますが、実際金額と異なる場合は適宜修正してください)

11

1210

10

13

13 支払金額(消費税抜)の合計金額を算出(自動計算)
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2 提出書類の記入方法について
2.1.7 受託業務完了報告書(様式第6-3-8)

「受託業務完了報告書」は、補助対象経費で『委託費』を申請している場合、関与専門家によ
る受託業務の完了報告を行うための様式です

項目 記入内容

1.補助事業期間における
当該業務の受託期間

当該業務に係る受託期間を記入

2. 受託業務(支援)内容 依頼を受けた業務受託(支援)を記入

検収印 補助対象者で本様式の検収を行ったこと
を証する押印

検収担当者 検収の担当者名を記入

◼資料作成の留意点

➢ 本様式は、補助対象経費で『委託費』を計上している場合

で、受託業務が完了した場合に提出が必要になります。

➢ 本様式は関与専門家が記入したものを、補助対象者が検

収した上で提出してください。

➢ 『検収印』は、補助対象者別に規定されている以下のもの

で押印してください。

• 法人  ：社印

• 個人事業主 ：事業者個人印

• 対象会社 ：社印

• 支配株主(法人) ：社印

• 支配株主(個人) ：事業者個人印

➢ 『検収担当者』は検収を行った担当者名を記入してくださ

い。
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2 提出書類の記入方法について
2.1.7 受託業務完了報告書(様式第6-3-8)

1
関与専門家名を記入

1

補助事業期間における
当該業務の受託期間を
記入

3

3

4

受託した業務内容を契約
書の内容に基づいて記入

4

5

(補助対象者記入欄)
検収印と検収日・検収担
当者名を記入(検収印は
指定のものを押印するこ
と)

5

補助金交付決定通知書
に記載されているの交
付決定日を記入

2 2
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2 提出書類の記入方法について
2.1.8取得財産等管理明細表(様式第10)

2 3 4 5

該当する区分をプルダウン
で選択してください

本様式の記載にあたっては、取得財産等管理台帳(様式第9)からの内容を転記してください

6 7 9 10 118

2

3

4

5

6

7

9

10

118

財産名は取得時の正式名称
を記入してください

型番等の規格を記入してくだ
さい

取得数量を記入してください

単価(税抜)を記入してくださ
い

合計金額(税抜)を記入してく
ださい

当該財産の検収年月日を記
入してください

取得財産に応じた処分制限
期間を記入してください

現在の保管場所を記入してく
ださい

補助率をプルダウン
から選択してください

交付申請番号と補助
事業者名は様式第6実
績報告書から自動転記

1

1
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2 提出書類の記入方法について
2.1.9 検査チェックシート(様式第6-6)

「検査チェックシート」は、経費区分別の証拠書類の整理等の実績報告で遵守すべき事項の対
応が完了しているか否かを確認するための様式です

項目 記入内容

交付申請番号
・補助事業者名

「補助金実績報告書(様式第6)」の内容
が反映(自動反映)

確認者 経理責任者名を記入

実績報告全般に関する
確認事項

実績報告で遵守すべき事項を確認し、
対応が完了している場合に”確認済”
をプルダウンから選択

経費に関する確認事項 経費のうち補助対象となるための要件
を充足しているのか等について確認し、
対応が完了している場合に”確認済”
を選択

◼資料作成の留意点

➢ 各確認事項における『確認内容』の対応が完了している場

合は、『申請者チェック欄』に”確認済”をプルダウンから選

択してください。

※『確認書類』に記載されている様式等を必ず確認するこ

と

※『確認者』欄には経理責任者名を記入すること

➢ 全ての確認事項における『申請者記入欄』に”確認済”が

選択されていることを確認し、提出してください。
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2 提出書類の記入方法について
2.1.9 検査チェックシート(様式第6-6)

1 「補助金実績報告書(様式第6)」に記入した補助対象者名が自動反映
『確認者(経理責任者名)』には、経理責任者氏名を記入

2 『確認内容』の確認が完了したものに”確認済”を選択

2

1
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